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(57)【要約】
　本発明に係る２次電池電極組立体用分離膜は、正極端
子が突出形成される正極板と負極端子が突出形成される
負極板との間に位置し、前記正極板と負極板との間の電
流の流れを遮断する２次電池電極組立体用分離膜におい
て、前記正極端子と前記負極端子のいずれか一つ以上の
端子と重なるように延長する延長部を具備する。本発明
に係る２次電池用分離膜及びこれを含む２次電池を利用
すれば、正極板及び負極板が若干歪んでも、正極端子が
負極板に接触するか負極端子が正極板に接触する現象を
防止することができ、分離膜が占める体積を最小化させ
ることで電池容量を最大化させることができ、化学反応
によって活物質が成長しても、短絡の恐れを顕著に減少
させることができるという長所がある。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
正極端子が突出形成される正極板と負極端子が突出形成される負極板との間に位置し、前
記正極板と負極板との間の電流の流れを遮断する２次電池電極組立体用分離膜において、
前記正極端子と前記負極端子のいずれか一つ以上の端子と重なるように延長する延長部を
具備することを特徴とする２次電池電極組立体用分離膜。
【請求項２】
前記延長部は、重なる端子より長さは短くて幅は広いことを特徴とする請求項１に記載の
２次電池電極組立体用分離膜。
【請求項３】
前記延長部の長さは、０．２ｍｍ以上、１０ｍｍ以下であり、前記延長部の幅は、前記端
子の幅より０．２ｍｍ以上広いことを特徴とする請求項２に記載の２次電池電極組立体用
分離膜。
【請求項４】
前記延長部は、前記正極端子の突出方向に沿って延長して前記正極端子一側面の全体また
は一部を覆う第１延長部と、前記負極端子の突出方向に沿って延長して前記負極端子一側
面の全体または一部を覆う第２延長部とで構成することを特徴とする請求項１に記載の２
次電池電極組立体用分離膜。
【請求項５】
前記正極板と負極板のいずれか一つの極板が内部に引き入れられ、内部に引き入れられた
極板のうち端子のみが外部に引き出されるポケット状に形成され、前記延長部は、外部に
引き出される端子の両面にそれぞれ重なるように対で具備されることを特徴とする請求項
１に記載の２次電池電極組立体用分離膜。
【請求項６】
前記端子が外側に引き出される地点を除いた残りの外側端が密封されることを特徴とする
請求項５に記載の２次電池電極組立体用分離膜。
【請求項７】
前記正極板と負極板のうち他の一つの極板と外側端一部が一致するように形成されること
を特徴とする請求項５に記載の２次電池電極組立体用分離膜。
【請求項８】
前記正極板と負極板は、一つ以上の直線切断部を有する円板状に形成され、前記正極端子
と負極端子は、前記直線部から突き出すように形成され、
前記正極板と負極板のうち他の一つの極板と重なるように積層された時、前記重なるよう
に積層された極板の直線切断部と一致する直線整列部を具備することを特徴とする請求項
５に記載の２次電池電極組立体用分離膜。
【請求項９】
前記正極板が内部に引き入れられ、前記負極板と重なるように積層されることを特徴とす
る請求項５に記載の２次電池電極組立体用分離膜。
【請求項１０】
交互に積層される複数個の正極板及び負極板と、請求項１乃至請求項９のいずれか一つの
請求項による分離膜を具備する電極組立体と、
前記電極組立体が内部に安着し、電解液が満たされるカンと、
前記カンの入口を密閉させるキャップと、
を含むことを特徴とする２次電池。
【請求項１１】
前記複数個の正極板から突出した複数個の正極端子は、一体に結合し、前記カンとキャッ
プのいずれか一つに連結し、前記複数個の負極板から突出した複数個の負極端子は、一体
に結合し、前記カンとキャップのうち他の一つに連結することを特徴とする請求項１０に
記載の２次電池。
【請求項１２】
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前記正極端子と負極端子は、相互重ならないように一定間隔離隔して同一方向に延長し、
前記延長部は、前記正極端子と前記負極端子のいずれか一つ以上の端子と重なるように延
長することを特徴とする請求項１０に記載の２次電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、正極板と負極板との間に挿入される２次電池電極組立体用分離膜に関し、さ
らに詳しくは、正極端子及び負極端子と対応する部位が突出及び拡張するように構成する
分離膜及びこれを含む２次電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、２次電池（ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　ｂａｔｔｅｒｙ）は、充電が不可能な一次電
池とは違って充電及び放電が可能な電池であり、最近、高エネルギー密度の非水電解液を
利用した高出力２次電池が開発されており、一つの電池セルがパック状に包装された低容
量電池の場合、携帯電話やノートパソコン及びキャムコーダーのような携帯が可能な小型
電子機器に使用され、大電力を必要とする機器、例えば、電気自動車などのモータ駆動用
電源の場合は、前記電池セルの数十個を直列または並列に連結して、大容量の２次電池を
構成する。
【０００３】
　前記２次電池は、様々な形状で製造されているが、代表的な形状としては、薄板状の正
極板と負極板が交互に積層され、正極板と負極板との間に絶縁体である分離膜（ｓｅｐａ
ｒａｔｏｒ）が介在された電極組立体をケースに内装設置したスタック型がある。
【０００４】
　以下、添付の図面を参照して、従来のスタック型２次電池の構造について詳しく説明す
る。
【０００５】
　図１は、従来のスタック型２次電池の分解斜視図であり、図２は、従来のスタック型２
次電池に含まれる電極組立体の斜視図であり、負極板が歪んだ形状を示す。
【０００６】
　図１に示すように、従来のスタック型２次電池は、内部に電極組立体３０が引き入れら
れて電解液が満たされるように内部空間が設けられるカン１０と、前記カン１０の内部空
間の入口を覆って密閉させることにより電解液や内部で発生するガスが外部に流出するこ
とを防止するキャップ２０とで構成する。
【０００７】
　正極活物質が塗布されている正極板３２と負極活物質が塗布されている負極板３４とが
分離膜３６を介在した状態で順次に積層されている構造からなる。正極板３２及び負極板
３４の一側端部には、それぞれ電気的連結のための正極端子３３及び負極端子３５が突出
している。この時、正極端子３３と負極端子３５は、相互重ならないように相互反対側に
突き出し、複数個の正極板３２と負極板３４が積層される場合、正極端子３３と負極端子
３５はそれぞれ区分して積層される。
【０００８】
　一方、正極板３２と負極板３４が直接接触すれば短絡が発生するので、前記正極板３２
と負極板３４との間には分離膜３６が挿入するが、前記分離膜３６は、正極板３２及び負
極板３４の胴体に該当する部位のみを覆うように四角形で製作され、正極端子３３及び負
極端子３５が形成された部位は覆わない。従って、図２に示すように負極板３４が若干歪
む場合、分離膜３６によって覆われた正極板３２の胴体は、負極板３４と接触する恐れが
ないが、分離膜３６によって覆われない正極端子３３は、負極板３４と接触して短絡が発
生し得るという短所がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００９】
　本発明は、上記のような問題点を解決するために提案されたもので、正極板及び負極板
が若干歪んでも、正極端子が負極板に接触するか負極端子が正極板に接触する現象を防止
することができる分離膜及びこれを具備する２次電池を提供することに目的がある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記のような目的を達成するための本発明に係る２次電池電極組立体用分離膜は、正極
端子が突出形成される正極板と負極端子が突出形成される負極板との間に位置し、前記正
極板と負極板との間の電流の流れを遮断する２次電池電極組立体用分離膜において、前記
正極端子と前記負極端子のいずれか一つ以上の端子と重なるように延長する延長部を具備
する。
【００１１】
　前記延長部は、重なる端子より長さは短くて幅は広く形成される。
【００１２】
　前記延長部の長さは、０．２ｍｍ以上、１０ｍｍ以下であり、前記延長部の幅は、前記
端子の幅より０．２ｍｍ以上広いように設定される。
【００１３】
　前記延長部は、前記正極端子の突出方向に沿って延長して前記正極端子一側面の全体ま
たは一部を覆う第１延長部と、前記負極端子の突出方向に沿って延長して前記負極端子一
側面の全体または一部を覆う第２延長部とで構成する。
【００１４】
　前記正極板と負極板のいずれか一つの極板が内部に引き入れられ、内部に引き入れられ
た極板のうち端子のみが外部に引き出されるポケット状に形成され、前記延長部は、外部
に引き出される端子の両面にそれぞれ重なるように対で具備される。
【００１５】
　前記端子が外側に引き出される地点を除いた残りの外側端が密封されるように構成する
。
【００１６】
　前記正極板と負極板のうち他の一つの極板と外側端一部が一致するように形成される。
【００１７】
　前記正極板と負極板は、一つ以上の直線切断部を有する円板形状に形成され、前記正極
端子と負極端子は、前記直線部から突き出すように形成され、前記正極板と負極板のうち
他の一つの極板と重なるように積層された時、前記重なるように積層された極板の直線切
断部と一致する直線整列部を具備する。
【００１８】
　本発明に係る分離膜は、前記正極板が内部に引き入れられ、前記負極板と重なるように
積層される。
【００１９】
　本発明に係る２次電池は、交互に積層される複数個の正極板及び負極板と、前記で言及
した構造で構成されて前記正極板及び負極板の間に位置する分離膜を具備する電極組立体
と、前記電極組立体が内部に安着し、電解液が満たされるカンと、前記カンの入口を密閉
させるキャップとを含む。
【００２０】
　前記複数個の正極板から突出した複数個の正極端子は、一体に結合し、前記カンとキャ
ップのいずれか一つに連結し、前記複数個の負極板から突出した複数個の負極端子は、一
体に結合し、前記カンとキャップのうち他の一つに連結する。
【００２１】
　前記正極端子と負極端子は、相互重ならないように一定間隔離隔して同一方向に延長し
、前記延長部は、前記正極端子と前記負極端子のいずれか一つ以上の端子と重なるように
延長する。
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【発明の効果】
【００２２】
　本発明に係る２次電池用分離膜及びこれを含む２次電池を利用すれば、正極板及び負極
板が若干歪んでも、正極端子が負極板に接触するか負極端子が正極板に接触する現象を防
止することができ、分離膜が占める体積を最小化させることで電池容量を最大化させるこ
とができ、化学反応によって活物質が成長しても、短絡の恐れを顕著に減少させることが
できるという長所がある。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】従来のスタック型２次電池の分解斜視図である。
【図２】従来のスタック型２次電池に含まれる電極組立体の斜視図であり、負極板が歪ん
だ形状を示す。
【図３】本発明に係る分離膜を含む２次電池の分解斜視図である。
【図４】本発明に係る分離膜の平面図である。
【図５】負極板が歪んだ電極組立体の平面図である。
【図６】本発明に係る分離膜の第２実施例の使用状態図である。
【図７】本発明に係る分離膜の第２実施例が適用された電極組立体の平面図である。
【図８】本発明に係る分離膜の第２実施例が適用された電極組立体の平面図である。
【図９】本発明に係る分離膜の第３実施例を含む２次電池の分解斜視図である。
【図１０】本発明に係る分離膜の第３実施例と正極板の配置構造を示す平面図である。
【図１１】本発明に係る分離膜の第３実施例と負極板の積層構造を示す分解斜視図である
。
【図１２】本発明に係る分離膜の第３実施例の結合構造を示す分解斜視図である。
【図１３】本発明に係る分離膜の第３実施例の結合構造を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、添付の図面を参照して、本発明に係る二次分離膜及びこれを具備する２次電池の
実施例を詳しく説明する。
【００２５】
　図３は、本発明に係る分離膜を含む２次電池の分解斜視図であり、図４は、本発明に係
る分離膜の平面図であり、図５は、負極板が歪んだ電極組立体の平面図である。
【００２６】
　本発明に係る分離膜３３０は、正極板３１０と負極板３２０との間に位置し、正極板３
１０と負極板３２０との間の電流の流れを遮断する役割をする２次電池電極組立体３００
用分離膜３３０であり、交互に積層された正極板３１０と負極板３２０がある程度歪んで
も、正極板３１０に形成された正極端子３１２が負極板３２０に接触するか負極板３２０
に形成された負極端子３２２が正極板３１０に接触しないように、前記正極端子３１２と
負極端子３２２の一部を覆うことができる形状に形成されるという点で最も大きな特徴が
ある。つまり、本発明に係る分離膜３３０は、図３及び図４に示すように、正極端子３１
２と重なるように延長する第１延長部３３２と、負極端子３２２と重なるように延長する
第２延長部３３２とを具備する。このように第１延長部３３２及び第２延長部３３２が具
備された分離膜３３０が正極板３１０と負極板３２０との間に位置すれば、図５に示すよ
うに、負極板３２０が一側に若干歪んで負極板３２０が正極端子３１２と重なるようにな
っても、負極板３２０と正極端子３１２との間に分離膜３３０（さらに明確には、第１延
長部３３２）が位置するので、短絡が発生しなくなる。
【００２７】
　一方、前記延長部３３２の幅が正極端子３１２の幅より小さければ、負極板３２０が歪
んだ時に正極端子３１２と接触し得るので、前記延長部３３２の幅は、正極端子３１２の
幅より大きく形成されることが好ましい。この時、正極端子３１２全体が延長部３３２に
よって覆われるように構成されれば、つまり、前記延長部３３２が正極端子３１２より幅
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も大きくて長さも長く形成されれば、負極板３２０がどれほど歪むかに関係なく、正極板
３１０と負極板３２０との間の短絡が防止されることができる。しかし、このように延長
部３３２が大きく製作されて正極端子３１２の一面を完全に覆えば、複数個の延長部３３
２を一体に結合して通電させることに困難があり、延長部３３２の大きさが大きくなるほ
ど正極端子３１２の露出面積が狭くなり、電解液の投入量が少なくなるので、電池容量が
減る恐れがある。従って、前記延長部３３２は、負極板３２０が歪んだ時、負極板３２０
と対応する地点の正極端子３１２一面が覆われる範囲内で最も小さく形成されることが好
ましい。
【００２８】
　この時、前記負極板３２０は、正極端子３１２の突出方向に移動しても正極端子３１２
の長さほど移動はしないので、前記分離膜３３０から延長する延長部３３２は、正極端子
３１２の幅方向両端を全て覆うように形成され、正極端子３１２の終端まで延長する必要
はない。つまり、前記延長部３３２は、重なる正極端子３１２より長さは短くて幅は広く
形成されることが好ましい。
【００２９】
　一方、前記延長部３３２の長さが短すぎれば、負極板が一側に若干歪んだ時に短絡現象
が発生し、前記延長部３３２の長さが長すぎれば、その分カン１００の大きさが大きくな
らなければならないので、２次電池の全体の大きさに対して容量が小さくなるという問題
点がある。また、延長部３３２の幅の場合でも過度に狭く製作されれば、短絡の恐れがあ
る。この時、正極板３１０と負極板３２０と分離膜３３０は、一般にテープなどのような
別途の固定手段で相互固定されるので、正極板３１０と負極板３２０と分離膜３３０の配
列が大きく乱れる場合は簡単に発生しない。従って、延長部３３２の長さは、０．２ｍｍ
以上、１０ｍｍ以下に設定し、前記延長部の幅は、前記端子の幅より０．２ｍｍ以上広く
設定することが好ましい。
【００３０】
　上記で言及したように延長部３３２の規格が限定されれば、負極板３２０が一側にある
程度歪んでも短絡現象が発生せず、延長部３３２の大きさの最小化を通じて電池容量を最
大化させることができるという長所がある。一方、上記では、負極板３２０が歪んで負極
板３２０が正極端子３１２に接触する場合のみを説明しているが、反対に、正極板３１０
が歪んで正極板３１０が負極端子３２２に接触することもあるので、前記延長部３３２は
、本実施例に示すように、正極端子３１２を覆う第１延長部３３２と、負極端子３２２を
覆う第２延長部３３４とに区分される。もちろん、負極板３２０が歪む恐れだけがある場
合は、第１延長部３３２のみが具備されてもよく、正極板３１０が歪む恐れだけがある場
合は、第２延長部３３４のみが具備されてもよい。
【００３１】
　図６は、本発明に係る分離膜３３０の第２実施例の使用状態図であり、図７及び図８は
、本発明に係る分離膜３３０の第２実施例が適用された電極組立体３００の平面図である
。
【００３２】
　正極板３１０と負極板３２０を電気的に遮断させるための分離膜３３０は、図３乃至図
５に示すように、一枚のシート状で形成されてもよく、正極板３１０や負極板３２０の積
層位置を固定させ、積層工程を単純化させるために、正極板３１０や負極板３２０が内部
に引き入れられるポケット状に形成されてもよい。この時、負極板３２０は、一般にカン
１００やキャップ２００に接触して接地され、前記分離膜３３０がポケット状に製作され
る場合、正極板３１０が分離膜３３０の内側に引き入れられるように構成することが好ま
しい。
【００３３】
　このように、前記分離膜３３０がポケット状に製作される場合も、前記分離膜３３０に
延長部３３２が形成されることができる。つまり、前記分離膜３３０が正極板３１０のう
ち正極端子３１２が形成された部位のみ外部に引き出し、残りの部位は内側に引き入れら
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れるポケット状に形成される場合、図６及び図７に示すように、延長部３３２は、正極端
子３１２の両面をそれぞれ覆うように対で具備される。図３乃至図５に示すように、延長
部３３２が個別形態の分離膜３３０に形成される場合と同様に、延長部３３２がポケット
型分離膜３３０に形成される場合にも、前記延長部３３２は、正極端子３１２全体を覆う
ものではなく、正極端子３１２の内側（突出方向反対側）の一部のみを覆うように構成さ
れ、延長部３３２の長さは、０．２ｍｍ以上、１０ｍｍ以下に設定され、延長部３３２の
幅は、正極端子３１２の幅より０．２ｍｍ広く製作することが好ましい。このように延長
部３３２の長さと幅を限定する理由は、前記本発明に係る分離膜３３０の第１実施例と同
一であるので、これに対する詳しい説明は省略する。従って、正極板３１０が組み込まれ
た分離膜３３０と負極板３２０が交互に積層された状態で、図８に示すように負極板３２
０が一側に歪むとしても、負極板３２０は延長部３３２と接触するだけで正極端子３１２
とは接触しないので、短絡が発生しなくなる。
【００３４】
　また、分離膜３３０が負極板３２０より大きく製作されれば、分離膜３３０と負極板３
２０を交互に積層する時に、分離膜３３０の中心と正極板３１０の中心と負極板３２０の
中心を正確に一致させられないので、前記分離膜３３０は、負極板３２０と外側端が一致
するように製作することが好ましい。もちろん、分離膜３３０の外側端のうち、延長部３
３２が形成された地点と前記負極端子３２２と対応する地点は、負極板３２０の外側端と
一致しないので、前記分離膜３３０は、前記二つの地点を除いた部位の外側端が前記負極
板３２０の外側端と一致するように構成する必要がある。
【００３５】
　一方、２次電池が使用されることにより、前記正極板３１０に塗布された活物質は次第
に成長するが、分離膜３３０がポケット状に形成される場合、つまり、分離膜３３０の外
側端のうちの正極端子３１２が外部に引き出される地点を除いた残りの部位が密封される
場合は、成長する活物質が分離膜３３０の内部を全て満たした後、結局、正極板３１０の
引き出し地点を通じて外部に排出される現象が発生する。この時、分離膜３３０に延長部
３３２がなく、単純に正極端子３１２が引き出される引出口のみが形成されれば、前記活
物質が少しでも分離膜３３０の外部に排出された時に活物質と負極板３２０が接触するの
で、活物質を媒介体として正極板３１０と負極板３２０が電気的に連結されて短絡が発生
するという問題点がある。しかし、図６及び図７に示すように、正極端子３１２が引き出
される地点に延長部３３２が形成されれば、前記活物質が成長して分離膜３３０の外部に
ある程度引き出されても延長部３３２によって覆われるので、短絡の恐れが顕著に減少す
るという長所がある。
【００３６】
　図９は、本発明に係る分離膜３３０の第３実施例を含む２次電池の分解斜視図であり、
図１０は、本発明に係る分離膜３３０の第３実施例と正極板３１０の配置構造を示す平面
図であり、図１１は、本発明に係る分離膜３３０の第３実施例と負極板３２０の積層構造
を示す分解斜視図である。
【００３７】
　２次電池は、図１乃至図８に示すように、直六面体状に製作してもよく、図９及び図１
０に示すように、コイン状に製作してもよい。この時、正極板３１０と負極板３２０が円
板状に製作され、カン１００とキャップ２００が正極板３１０及び負極板３２０より直径
の若干大きい円筒状に製作されれば、正極板３１０及び負極板３２０から正極端子３１２
及び負極端子３２２が突き出されて複数個の正極端子３１２が一体に結合し、複数個の負
極端子３２２が一体に結合される空間が確保できなくなるという問題点がある。もちろん
、正極板３１０及び負極板３２０よりカン１００とキャップ２００を大きく製作すれば、
正極端子３１２及び負極端子３２２が突き出して結合される空間が確保されるが、このよ
うな場合、カン１００とキャップ２００内部空間のうち正極板３１０と負極板３２０で満
たされない空の空間が大きく発生するので、２次電池の大きさに対して電池容量が小さく
なるという問題点がある。
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【００３８】
　従って、２次電池がコイン型に製作される場合、正極板３１０と負極板３２０は、一つ
以上の直線切断部３１１、３２１を有する円板状に形成され、前記正極端子３１２と負極
端子３２２は、前記直線部から突き出すことが好ましい。また、本実施例に示すように、
分離膜３３０がポケット状に形成されて内側に正極板３１０が引き入れられる場合、前記
分離膜３３０は、負極板３２０と重なるように積層された時に負極板３２０の直線切断部
３２１と一致する直線整列部３３１を具備することが好ましい。このように負極板３２０
と分離膜３３０に直線切断部３２１と直線整列部３３１が具備されれば、組立者は、前記
直線切断部３２１と直線整列部３３１を一致させる操作だけで、負極板３２０と分離膜３
３０を正確に上下に積層させることができるという長所がある。
【００３９】
　一方、本実施例では、正極板３１０と負極板３２０に直線切断部３１１、３２１がそれ
ぞれ２個ずつ形成され、正極板３１０と負極板３２０は、相互反対側の直線切断部３１１
、３２１から正極端子３１２及び負極端子３２２が突出形成される構造のみを示している
が、前記正極板３１０と負極板３２０には、直線切断部３１１、３２１が同一側にそれぞ
れ一つずつのみ形成されることができる。この時、正極端子３１２及び負極端子３２２が
直線切断部３１１、３２１の中間部位から突出形成されれば、正極板３１０と負極板３２
０が積層された時に正極端子３１２と負極端子３２２が相互重なるようになり、前記正極
端子３１２は、直線切断部３１１のいずれか一側に偏った地点に形成され、前記負極端子
３２２は、直線切断部３２１の反対側方向に偏った地点に形成される必要がある。
２次電池がコイン型に製作されて分離膜３３０の前方と後方（正極端子３１２が突き出す
方向と負極端子３２２が突き出す方向）に直線整列部３３１が形成される場合にも、延長
部３３２の長さは０．２ｍｍ以上、１０ｍｍ以上に設定され、延長部３３２の幅は、正極
端子３１２の幅より０．２ｍｍ以上広く形成されることが好ましい。このように２次電池
がコイン型に製作される場合、延長部３３２が追加形成されることにより得られる効果は
、図６乃至図８に示した実施例の効果と同一であるので、これに対する詳しい説明は省略
する。
【００４０】
　一方、本実施例では、分離膜３３０がポケット状に製作される時に正極板３１０が分離
膜３３０に引き入れられる場合のみを説明しているが、正極板３１０の代わりに負極板３
２０が分離膜３３０に引き入れられるように構成してもよい。このように負極板３２０が
分離膜３３０に引き入れられる場合、正極板３１０が分離膜３３０と同一の大きさで製作
され、負極板３２０は分離膜３３０より若干小さい大きさで製作される必要がある。また
、分離膜３３０の直線整列部３３１は、正極板３１０の直線切断部３１１と一致するよう
に構成する必要がある。
【００４１】
　一方、本発明は、上記で言及したように延長部３３２が形成された分離膜３３０を含む
ように構成する２次電池を提供する。つまり、本発明に係る２次電池は、交互に積層され
る複数個の正極板３１０及び負極板３２０と、上記で言及したように延長部３３２を構造
として構成され、前記正極板３１０及び負極板３２０の間に位置する分離膜３３０を具備
する電極組立体３００と、前記電極組立体３００が内部に安着し、電解液が満たされるカ
ン１００と、前記カン１００の入口を密閉させるキャップ２００とを含むように構成する
。このように複数個の正極板３１０と複数個の負極板３２０が交互に積層された電極組立
体３００がカン１００とキャップ２００の内部に安着するように構成する場合、カン１０
０とキャップ２００がそれぞれ互いに異なる極の電源端子の役割ができるように、前記複
数個の正極板３１０から突出した複数個の正極端子３１２は、一体に結合してカン１００
とキャップ２００のいずれか一つに連結し、前記複数個の負極板３２０から突出した複数
個の負極端子３２２は、一体に結合してカン１００とキャップ２００のうち他の一つに連
結される。この時、カン１００とキャップ２００の間には絶縁材が挿入されて、カン１０
０とキャップ２００が電気的に隔離するように構成する必要がある。
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【００４２】
　図１２及び図１３は、本発明に係る分離膜の第３実施例の結合構造を示す分解斜視図及
び平面図である。
【００４３】
　正極端子３１２と負極端子３２２は、図３乃至図１０に示すように相互反対方向に延長
するように構成してもよく、図１１及び図１２に示すように、相互重ならないように一定
間隔離隔して同一方向に延長してもよい。このように正極端子３１２と負極端子３２２が
同一方向に延長する場合、前記正極端子３１２と負極端子３２２は、正極板３１０と負極
板３２０の中間に位置できず、左右側に偏って配置する必要があり、前記延長部３３２も
正極端子３１２の位置によって形成位置が調整される必要がある。
【００４４】
　一方、正極端子３１２と負極端子３２２が同一方向に延長される場合も、分離膜３３０
は、図１２及び図１３に示すように、ポケット状に製作してもよく、単純なシート状に製
作してもよい。また、前記延長部３３２は、正極端子３１２及び負極端子３２２と全て重
なるように形成してもよく、本実施例に示すように、正極端子３１２とのみ重なるように
形成してもよい。
【００４５】
　以上、本発明を好ましい実施例を使用して詳しく説明したが、本発明の範囲は、特定実
施例に限定されるものではなく、添付の特許請求の範囲によって解釈されなければならな
い。また、この技術分野で通常の知識を習得した者なら、本発明の範囲から逸脱せず多く
の修正と変形が可能であることを理解すべきである。
【産業上の利用可能性】
【００４６】
　本発明は、２次電池、エネルギー保存システム（ｅｎｅｒｇｙ　ｓｔｏｒａｇｅ　ｓｙ
ｓｔｅｍ）等に利用されることができる。
【図１】 【図２】
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